
別紙１（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
森林経営計画の作成に関する同意書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
（補助金交付者）
　高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　
　私は、高知県木材安定供給推進事業(間伐材生産又は省力・低コスト造林対策）の実施に当たって、次の事項について同意します。
　１．下記の申請箇所について、原則として当該申請時を含む年度の翌年度の初日までに森林経営計画の対象森林とすること。
　２．高知県知事が、下記の関係市町村長に対し本同意書の記載内容を共有するとともに、下記の林班において森林経営計画を作成しようとする者がいる場合は、その者の求めに応じて本同意書を開示すること。
  　　　（令和　　年度　補助金交付申請箇所）　　　　　　 　（単位：ha）
	番号
	市町村
	林班
	小班
	申請面積

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　　　　　
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　　　　　
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注）本様式は、上記申請箇所と同一林班内に森林経営計画（属人による計画の場合は該当計画面積と申請面積を併せても森林経営計画が作成できない場合を除く。）が作成されている場合又は、上記申請箇所が含まれる森林法施行規則第33条第１号ロに定める区域内に森林経営計画が作成されている場合に使用する。事業計画書に添付することとし、提出後に内容の変更があった場合は再度提出すること。

別紙１（２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
森林経営計画の作成に関する同意書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
（補助金交付者）
高知県知事　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　
　私は、高知県木材安定供給推進事業(間伐材生産又は省力・低コスト造林対策）の実施に当たって、次の事項について同意します。
なお、本紙の提出時において同一林班内又は申請箇所が含まれる林分で森林法施行規則第33条第１号ロに定める区域内に他者による森林経営計画が作成されているが、森林経営に関する方針等が一致しない等、計画作成に係る協議が整わず、森林経営計画の対象森林とすることができない場合も含みます。
　１．下記の申請箇所について、今後、森林経営計画を作成するよう努めること。
　２．下記の申請箇所について、同一林班内に森林経営計画が作成されるなど計画作成の要件を満たすこととなった場合は、速やかに当該箇所を森林経営計画の対象森林とするよう努めること。
　３．高知県知事が、下記の関係市町村長に本同意書の記載内容を共有するとともに、下記の林班において森林経営計画を作成しようとする者がいる場合は、その者の求めに応じて本同意書を開示すること。
  　　（令和　　年度　補助金交付申請箇所）　　　　　　　（単位：ha）
	番号
	市町村
	林班
	小班
	申請面積

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	　　　　　　
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



（林業事務所の確認欄：該当するものにチェックする）　
　☐　上記箇所について、記載内容を関係市町村長と共有済みである。
☐　上記箇所は、本紙の提出時において、同一林班内又は上記申請箇所が含まれる林分で森林法施行規則第33条第１号ロに定める区域内に属地による森林経営計画が作成されていない、又は属人による森林経営計画が作成されているが、申請面積と合わせても計画が作成できないことについて、市町村等を通じて確認済みである。
注）本様式は、「同一林班内等に属地による森林経営計画が作成されていない、又は属人による森林経営計画が作成されているが、申請面積と合わせても計画が作成できない場合に使用する。事業計画書に添付することとし、提出後に内容の変更があった場合は再度提出すること。
別紙２

関連条件整備に係る注意事項

関連条件整備は、間伐材生産等に着手する上で直接必要となる経費を対象とする。

●事業内容

・森林の特定に要する費用

・森林所有者の割出しに要する費用

・事業実施の同意の取りつけに要する費用

・現地調査に要する費用

・予備調査のための周囲測量に要する費用

・図面作成（施業図作成含む）に要する費用

　・その他事業着手に要する事務的費用及び実施基準で定める項目に要する費用

●対象経費

・技術者給：事業の効果的かつ円滑な実施を図るために必要となる技術を有するもの（主任技士、技師等）の労賃。

技術者給の算定については、高知県木材安定供給推進事業費補助金実施要領、別添「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」によるものとする。

・賃　　金：日々雇用者賃金（測量、事務、現場監督補助人夫等の賃金）、ただし、賃金支弁者に係る社会保険料の事業主負担分を含むものとする。

・旅　　費：事業実施の打合せ等に必要な旅費。

・需 用 費：消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水料費及び修繕費

・役 務 費：通信運搬費、手数料、労災保険料、損害保険料、薬剤散布費、伐倒費等

・委 託 料：資料作成、測量・調査、公告出稿料等の委託料

・使用料及び賃借料：会議室、土地建物、貨客兼用自動車、事業用機械器具等の借料及び損料とする。

・備品・資機材購入費：事業の効果的かつ円滑な実施を図るために必要な備品・資機材（薬剤、なた）購入費（ただし、机、いす、書庫等汎用性のあるものを除く。）

●注意すること

・技　術　者　給　：人件費。森林組合等職員の給与に充てる場合、当該事業に従事した分がわかるよう、日報等で明らかにしておくこと。

・関連条件整備活動の証拠書類等：事業を実施した日時を日報や旅行命令簿等に記録し、事業を実施した職員の給与明細の写しや旅費精算書の写し等を整理する等、適宜証拠書類を作成する必要があること。

・公有林（公社有林含む）：関連条件整備の対象としない。

・森林整備地域活動支援交付金の交付を受けている森林：関連条件整備の対象としない。

・要綱別表１の低コスト再造林対策の関連条件整備活動等の関連条件整備活動の補助対象経費の採択基準のイは、補助率の額を上限とし、それに要した費用の根拠資料を整理すること。
※関連条件整備の業務日誌の参考様式は、別紙３のとおりとする。

